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研修講座A

「今どきのリハ工学　―作業環境の作り方―」

講師：河合　俊宏（埼玉県総合リハビリテーションセンター　リハビリテーション工学研究室）

リハ工学

　肢体不自由の方が対象となるもので、目に見えるもの（道具）をつくる　→リハ工学は医療に近い

肢体不自由

· 生産工学、人間工学に代表されるアプローチを、より個別化する場合の考え方

· 企業活動・・・利益を生む

· 産業構造に合わせた、道具（ツール）をつくり、利益を生む

· 雇用管理

　リハ工学とは何か？

· アポロ計画（アポロ計画終了後、リストラされ、それに関わっていた人の雇用先）

· 義肢　エジプト・ガリレオ（→ガリレオが義肢を作った、１９７０年初め）

· リストラ　先端技術　人間

· 国際障害者年　１９８１年（→工学部だけではなく実際に応用）

· リストラ　大学再編（職に就けない方の支援）

· 福祉用具法（平成５年福祉機器の開発）

福祉機器とは？

　身体障害者福祉法の第２０条第１項及び第２１条で、　義肢、装具、座位保持装置、盲人用安全杖、義眼、などの事を指す。

福祉用具とは？

　福祉用具の研究開発及び普及の促進に関する法律（平成５年）（通商産業省と厚生省の取り決め）

　福祉用具とは、次の用具の総称

1） 心身の機能が低下し、日常生活を営むのに支障のある高齢者や障害者の方々の日常生活上の便宜を図るための用具

2） 心身の機能が低下し日常生活を営むのに支障のある高齢者や障害者の方々の機能訓練のための用具

3） 補装具（福祉機器が含まれる）

リハ工学の流れ

· 生活支援（先端技術を人に応用→生活に役立てる）

· 個別支援（車いす、ベッドの開発→リハ工学は、より重度の人を支援）

· ユニバーサルデザイン（バリアフリーデザイン）→「障害者のための」ではない→それは差別

· リストラ　大学再編→福祉工学

· 少子高齢（みんなにやさしいもの）

· 職業との関わり（アメリカと日本の違いから）

· 就労（機器の開発）

· 雇用（褥そう、車いす）

· 雇用維持（褥そう、車いす）

· 代替（音声フィードバック、メールの作成→四肢麻痺＋視覚障害）

· 雇用開発（→義足の開発　施設にいるのではなく、在宅にいて就労する

　　　　　　　　ＴＡＸペイヤー　税金を払っている人には、支援をしやすい）

研究テーマ

　在宅四肢麻痺者用

　生活支援機器の研究・開発

　　頸椎損傷　難病　脳性麻痺（が多い）

（埼玉県は、高速道路が多いので事故が多い）

　Ｃ４より高い（より頭部に近いレベル、呼吸ができる最低ライン、肩をあげる動作）

　　　　　　　（Ｃ３は人工呼吸器の方）

　「治らない」から「生活を創る」

　人工呼吸器　　ナースコール（Ｃ５，Ｃ６はボタンが押せない）　　呼び鈴

　電動車いす　　コンピュータ環境制御装置　　在宅での就労

研究テーマ　筋萎縮性側索硬化症（急増している　特定疾患）

ＡＬＳ（Ａｍｙｏｔｒｏｐｈｉｃ　Ｌａｔｅｒａｌ　Ｓｃｌｅｒｏｓｉｓ）

運動神経を阻害　感覚神経は正常（知的には障害されていない）

コミュニケーション　インターフェース

人工呼吸器　　ナースコール　　呼び鈴　　コンピュータ

就業？（１：１．２で男性が多い）　新しい雇用ノウハウ

１９９４年４月からの７年間２００１年調査

入院者　　　　　　　　　　　　４５３３名

原疾患が脳血管障害　　　　　　１８１６名

　　４０％　そのうち　０．５％（高次脳機能障害）

１９９９年　身体拘束禁止

　板橋区モデル事業

　ナースコールに張り紙をして「これはナースコールです」とつけた

　ベッドに柵をつけるのではなく、フロアマットを作って対応した

研究テーマ　雇用開発

疾患によらない　　　　就業　働くこと

腎炎・ネフローゼ　　　インシュリン欠損症

　知的障害

　　ＡＡＣ（Augementative　＆　Alternative）　拡大・代替コミュニケーション

　　　

　姿勢保持＝Ｓｅａｔｉｎｇの基本的な考え　　→法律では「座位保持」

· 座れない人を、座らせる

· 手を解放する

· 褥そうを創らない

　電動車いす

姿勢保持をする　⇒　移動する

目的達成　姿勢の安定　移動

　姿勢の変換　リクライニングは×

電動車いすの名称

· 普通型　４．５Ｋｍ/ｈ　　　 ○普通型　６．０Ｋｍ/ｈ

· 簡易型　　　　　　　　　　　○リクライニング式普通型

· 電動リクライニング式普通型　○電動リフト式普通型

　などが、電動車いすの名称である。一般の人にも知ってもらうために車いすの写真集をだしている。

　車いすの中には、息を吸ったり吐いたりで、それをスキャンして車いすを動かす事もできる。

公共交通

　リハ工学をすすめていくと、いきつくところは「公共交通」である。しかし、現在の公共交通はバリアが高い。土木、建築業は、現在ある公共交通にあう車いすを作って欲しい、という願いがある。

　

福祉のまちづくり

　　土木は１００年計画と言われてきたが、１９９７年、福祉のまちづくりは土木だけが、福祉だけが実施して行なっているものではなく、様々な機関が協力して行なうもの

　　移動権　→　個々対応ではできない

　　交通バリアフリー法　→　１日の乗客６０００人以上のところは全て上下移動できる装置をつける

　　ハートビル法　　

雪の降るところ、水害があるところ、では福祉のまちづくり条例がある

　　移動制約者　（高齢者　幼児　妊婦）

　　建築計画、都市計画、交通計画

　

　考察：身体障害の方の就労支援は、今までの業務では相談件数が少なく、実際の相談では正直「どう対応すればいいんだろうか？」と思っていた。精神障害関係の相談であればある程度は対応できるが、身体障害は他機関に協力を求め、そこと連携し対応をとっていけばいいと思う。その為には、身体障害についての基礎知識、又は知的障害についても、おさえておかなければいけないと思った。そして、福祉のまちづくりでもあったように福祉関係機関だけではなく、土木・建築業とも連携をとっていき、それをコーディネートする力を身に付けていきたい。

研修講座B

「企業経営の今日的課題と障害者雇用　―多くの企業が抱える障害者雇用の悩みは－」

講師：秦　政（日本経済団体連合会　障害者雇用アドバイザー）

　障害者雇用で、多くの企業が抱える障害者雇用の悩みは

　「うつ」の方の職場復帰がある。

　　うつが重度になると、新たな就労形態になる。⇒　在宅での就労

1． バブル崩壊が残した功罪（１９９０年代）

昨今、景気が回復してきている、との報道がされているが、リストラが進んだ結果である。

コール業務（中国）をした事により、コストを１／４にした

×　今日に至るも回復しない経済不況

×　企業体力の劣化と雇用意欲の低下

×　国・企業・個人全てが“自己を過大評価”

· 産業構造の変化とニュービジネスの台頭

· 個人にスポットがあたる時代の到来

· ゼネラリストからスペシャリストへの転換

→ゼネラリスト（エリートで、広く知識を必要とし、育てるのに時間がかかる）

→スペシャリスト（障害をもっていても「腕」「特技」があればよい）

スペシャリストの方にフォローウィンドが吹いている

2． 企業の経営スタンスに変化の兆し

1 ストックホルダー重視→ステークホルダー－重視へ

株主（ユーザー無視、社会貢献無し、利益追求）ＥＸ：雪印、日本ハム、三菱

広く受け入れられる好感のもてる企業

2 コンプライアンス経営とＳＲＩ（社会責任、社会投資）

１．８％の達成だけではない。

3． 障害者雇用の現状と課題

· 民間企業の障害者雇用は相変わらず低迷→Ｈ１５　１２月1.48％、Ｈ１６　６月は下がる）

· 行政指導は一段と強まる見通し→今までハローワークが雇用率を出していたが、厚生労働省で雇用率を出す事になり、正確な数字が出される）

· 採用競争は激化の一進！

障害者の奪い合い（売り手市場）　　企業は障害者を雇用したいが、能力がない

· 対応の遅れが大きなリスクを生む

· 内外に光る監視の目

· 避けては通れないのが障害者雇用なのに・・・

4． 何ゆえ障害者雇用は進まない？-①

―雇用相談に見られる企業の本音－

1 採りたい！でも良い人がいない

2 リストラ進行中で社内の理解が得られない

3 会社の上層部の理解が乏しい

4 総論賛成・各論反対の受け入れ現場

5 即戦力が前提。育てるゆとりは無い！

⑥障害者雇用に委ねる仕事は当社には無い

⑦知的障害者も含め活用の方策が無い

⑧テナントビルゆえ制約が多すぎて・・・

⑨健康管理や高齢化・不安材料が一杯

⑩障害者雇用は結局持ち出しでしょ！（企業に余力がない）+　などなど言い訳の嵐！

5． 何ゆえ障害者雇用は進まない！-②

· 日本人に多く見られる障害者への特別な眼

· 障害者への理解が決定的に欠けている

· 健常者中心の社会構造がもたらす不都合

· 育てる環境が作り出す“社会的未成熟”→養護学校は生徒に環境を合わせる

→天動説ではなく、地動説

· 決めつけや誤解の中、萎縮する障害者たち

· 効率のみが判断基準の余裕の無い社会

· 行動情報化が精神障害者を生み出す皮肉→結果だけではなく、プロセスを見て欲しい

6． 無理解が生むミスマッチと離職

1 納得のいかない評価の低さ・無さ

2 低い賃金と将来見通し

3 “障害の有無”で就職が決定される不合理さ

4 日々味わう疎外感や孤独感

5 “障害がゆえにできない事もあります”

　　　分かってください！私は障害があるんです！

⑥一度で良いからチャンスを下さい！

⑦叱ったり誉めたり、同じように扱って！

⑧私の分かるように説明してください！

⑨勉強の機会が欲しいのです！

などなど、不満が重なってゆき・・・

　　　↓

会社が欲しいのは私ではなく、私が持つ障害者手帳なんでしょ！

7． 障害者雇用の国際的潮流は

· バリアフリーからユニバーサルデザインへ　→誰にでも快適なもの

· ノーマライゼーション（施し）から平等の権利要求（対価）へ　

· “与える課題”から“勝ち取る権利”へ

· 障害者の権利条約の国連決議

· ＥＵ加盟条件に見られる国家のスタンス→障害の差別を禁止が加盟条件

（遅れをとっている我が国の現状）

8． なぜ障害者雇用が求められる　→「法定雇用率」ではない、周囲の理解が必要

1 日本は世界に冠たる少子・高齢化国家

６０歳以上の孤立化

2 ２００７年問題が事前に　→段階の世代が６５以上になる年

高齢化、年金、医療費が増えるのは年配の方が多いから

③国家の施策は“高齢者シフト”

④少子化の真の問題は労働力不足

⑤７００兆円の赤字、これ以上の借金はできない

⑥Ｔａｘ　Ｅａｔｅｒを増やす余裕はもはや無い！→Ｔａｘ　Ｐａｙｅｒｎｉ変わる

⑦対応の遅れはいずれ全ての国民の負担に

⑧現状の障害者雇用は　　雇用義務のない、小企業が増えているのだ！

（５５人未満の零細・小企業に頼っている現実）

9． 障害者を企業戦力にする知恵と工夫　→企業は損得で決める

· できる事できない事の見極め

· 苦手を追わず得意を伸ばす

· ＢＰＲ（リクルートプライシス）の手法で業務分野と再組み立て→重度の人にも可能性がある

· 仕事を障害に合わせカスタマイズする

· 先入観を捨てる

· 常に評価（出来ている事、出来ない事を伝える）とフィードバックを忘れず！

· 期待をかけ続ける

· 職場あげての取り組みが成果を生む！

10． 新しい職場設計と制度の見直し

· 従来の延長線上での発想を捨てる

· 新たな職域や働き方の模索（在宅ワーク、短時間労働、Ｇ就労など）

· 現状の制度を見直したい→働く場所をいろいろ変えれる制度

· 様々な働き方の共存

11． 豊かな時代を目指して

1 今こそ求められる社会連帯

2 全ての関係者が持つべき当事者意識

3 障害者＝皆納税者が理想

4 頑張る障害者の姿が社会を変える

　考察：近い将来、雇用促進法が改正され精神障害者も法定雇用率の算定対象となる。算定対象となり、喜んでばかりいられない、というのがこの講座で学ぶ事ができた。ハード面・ソフト面で、整備が必要であり、障害者雇用を進めるには、支援する専門職ばかりが頑張るのではないし、本人だけでもなく、企業にも協力してもらえるように働きかけていく事が、今後の自分の仕事だと思う。

大会企画シンポジウム

「障害者雇用の将来展望」

シンポジスト　金　政玉　（DPI障害者権利擁護センター）

安河内　功　（福岡市社会福祉事業団）

牧原　浩　（医療法人若草会　小群まきはら病院）

萩原　義文　（有限会社トモニー）

司会・進行：岩崎　貞徳（広島文教女子大学）

障害者雇用の現状と将来展望

金　政玉　（DPI障害者権利擁護センター）

１．障害者の差別禁止と権利擁護に関する内外の動向

　　雇用の場における障害者の人権の擁護～雇用促進法において、差別禁止規定を盛り込む事の検討、人権侵害に関する相談、調査、改善勧告・命令等を可能とする権利擁護の仕組みが必要

　　ワシントンＤ・Ｃに４３カ国が集まり障害者の差別禁止をすすめる。

　　女性の積極的雇用（差別是正措置）を行なう。

　　女性を対象とした不特定多数

　　措置制度　→高度経済成長　画一的に進められてきた中、限界にきている

　　→契約制度の背景には、多様性、個別性という新しい考えがある。

　　障害者の権利条約（合理的配慮）障害の特性を踏まえ、リハビリテーションを行う

　　　　多様性・個別性・差別の禁止
２．法定雇用率制度の現状と評価

　　「私のところは法定雇用率を達成しているから、もう採らなくてもいい」

　　就職面接にはハローワーク、支援者と当事者がいっしょにいかないほうがよい。企業とすると「この人は支援する人がいないと働けないのか」と思われる。しかし、発想をかえる、必要な支援をつけて働くことは「価値」である。　

　　東京労働局　９０４０社が法定雇用率を未達成。

　　未達成企業名を公表した後に、障害者を一人も雇っていない会社に質問票を出す

　　　質問　あなたの企業で福祉的就労（作業所、授産施設）といっしょに働いた事はありますか？

　　　→注意を喚起したい

　　　　福祉的就労をいっしょに考えて欲しいねらいがある。その後個別的にやっていく。企業が福祉的就労に着目して、一般就労につなげていく。

３．企業にどんな環境整備を期待するか

（1） 障害者雇用推進担当者の業務の見直し

→実際の担当者の業務は助成金の申請だけが業務。企業の調整役になり、ＪＣとの連携をとる。

（2） 企業内相談窓口の設置、相談員、カウンセラーの養成と配置

４．所得保障制度の整備

（1） 障害基礎年金を受給出来る重度障害者は全障害者の30％程度しかなく、給付額も生活保護の最低基準以下の年金額でしかないため、地域での自立生活を行なうためには生活保護を受けざるを得ない現状になっている。

（2） 就労の困難な障害者への障害基礎年金で最低の生活が可能な給付額を保障すべきである。現実的に障害基礎年金の拡充が困難であれば、生活保護制度における扶養義務等の受給用件の廃止又は緩和の見直しを行ない、権利性を明確にした受給者主体の所得保障制度の確立を検討する。

　考察：いろいろな法律や団体などがあり、各方面で障害者の雇用を促進する為の議論が交わされている。現場レベルにおいては、「働ける障害者」を育成し、少しでも多くの方を企業に送り込む事が、差別・偏見の解消につながっていくのではないか。

「地方自治体での就労支援の取組み」

福岡市障害者就労支援センター　就労支援コーディネーター

安河内　功　（福岡市社会福祉事業団）

障害のある人の相談や職場での直接支援、アフターフォロー、職場探し、相談を受けた人、その人に合った職場を探す。コーディネーターの役割もする。又、アセスメントをとり合理化した就労支援を行なう。

その他として、準備訓練で、基本的労働週間、面接、履歴書、見学を行う。以前に働いていた方であれば、その時と比較する。又、仕事に対して自己評価が高くなってくると、訓練の効果は出にくい事も分かった。

職場実習は、本人の特性と本事業のマッチングを行なうようにしている。事業所への指導や、業務分析をして事業主を伝える。職場実習にはＪＣがとても有効。職場開拓員が配置され、実習先が増えた。特例子会社も増加。いろいろな業種が増えている。職場定着支援、課題分析を行なう。

就労支援の経験の少ない支援者には、就労支援ネットワークを活用して対応にあたる。

○個別就労支援の目標設定（進路指導）等の、早い段階から就労支援の知識情報を伝える事が必要

○実用のためには、利用者に応じた機能選択の柔軟性や用途や操作性の改善が必要

地方自治体が就労支援を行なう事

（1） 事業の柔軟性さ

「公務員」や「養護学校在校生」への人的支援

→ＪＣ制度がカバーできないところを対応する。

（2） 地域に密着した職場開拓

→自治体の「経済関係部局」の情報・ネットワークを活用

（3） 自治体としてのメリットは、社会福祉基礎構造改革の理念の実現

→地域での総合的支援

→住民の積極的かつ主体的な参加を通じて、福祉に対する関心と理解を深める事により、自助、共助、公助があいまって地域に根ざしたそれぞれに個性のある福祉の文化を創造する。

まとめ

今まで製造業に「人」を合わせていたが、能力のある障害者にはよかったが考えを改め、基本的な訓練をセンターで実施し、事業所の中で、実際の職場で障害者を育成する

課題

家庭生活を支える人がいない障害者と、両親がそろっている障害者の方が職場への定着率が高い。

本人以外の支援で、家族の中に不適応の問題がある。本人をとりまく人たちへのアプローチが課題。

考察：市レベルでの就労支援について、初めて聞く事ができた。ジョブコーチ支援制度がカバーできないところでの支援を試みたり、自治体が行なう就労支援のメリットは多くあるような気がする。今後も地方自治体の就労支援に注目をしていきたい。

精神科医療への２つのアプローチ

　―臨床医、精神療法医の立場から－

牧原　浩　（医療法人若草会　小群まきはら病院）

小郡まきはら病院　１４７床の精神科単科病院（主に若年層を取り扱う病院）。関連施設として、援護寮「とまり木」授産施設「レストラン　フィオーレ」グループホーム「カーサ若草」の施設がある。

職場側に精神障害への理解を求めると共に、精神障害者という視点を離れて、暖かいまなざしを注ぐような環境を提供していただくことも大切で、そのあたりの啓蒙は行政と一体になって行なう必要性がある。現にある公共機関で働いている私の患者が、心の病をもっている故に弱者としていじめられ、それを周囲も放置して見過ごし、長期にわたって病休をしている人がいる。近い将来、精神障害者も知的障害者や身体障害者と同様に、企業の中にある一定の割合で雇わなければいけないというようになるが、そうなればなおのこと職場のメンタルヘルスにおける、視点が大切だと思う。

人間は一日のうち、一週間のうちに本当に生き甲斐があると感じる時間はわずかな時間にすぎないでしょう。しかし、それはかけがえのないものであり、他の無意味とも思える多くの時間を凌駕する。つまり、物事を客観的に分析し定量化することも大切だが、数量化できない定性的な見方も大切だと思う。よく生活の質の追求というが、現代は生活の量の世界であり、学問も何でも数量化しなければ科学的でないという風潮が強く、それでよいのかと常に思っている。　

課題別シンポジウム

③精神障害者に対するジョブコーチ支援のあり方

プランナー：立石　宏昭（広島国際大学）

シンポジスト：花城　幸江（沖縄障害者職業センター）

金井　利英子（米国公認リハビリテーションカウンセラー）

堀　宏隆（障害者職業総合センター）

助言者：倉知　延章（東京福祉大学）

司会・進行：立石　宏昭（広島国際大学）

Ⅰ．精神障害者のある方へのジョブコーチ支援の支援

沖縄障害者職業センター　

ジョブコーチ　花城　幸江

　沖縄県の障害者雇用情勢

　　沖縄県の障害者求職状況（H１５年度）

　　　沖縄県の雇用情勢・・・（　）は全国

　　　　完全失業率　　６．９％（４．７％）

　　　　求人倍率　　０．３６倍（０．６９倍）

　　　　障害者雇用率１．６１％（１．４８％）

　　　沖縄県の（H15年度）障害者求職登録者数（２，６０７名）

　　　　身体・・・１，５５８名　　５９．８％

　　　　知的・・・　　５８０名　　２２．２％

　　　　精神・・・　　４８３名　　１６．６％

　　　　その他・・・　　３６名　　　１．４％　

　　　事例紹介

　　　男性　３６歳　統合失調症（発症：高校３年生）

　　　当初は、ストレス障害の自己臭妄想症

　　　前職がない　　デイケアに通所

　　　障害受容・・・オープンにして働く

　　　職業準備支援事業（ワークトレーニング）→８週間実施、結果「自信がついた」　　　

　　　事業所の様子

　　　　従業員９名（殆ど身内、うち１名は知的障害・ワークトレーニング修了生）

　　　　雇用についての考え　→精神障害については対応の仕方が分からない

　　　　指導体制・・・工場長（キーパーソン）を中心に指導

　　　　キーパーソンの選定は、会社で決めてくれた。

　　　　理想で言えば、障害者だから、健常者だから、という偏見をもった人ではなく、公平な目でみてくれる人、ほめる事が自然にできる人、

　　　

　　　支援のポイント

　　　　事業所支援

　　　　・障害特性を知ってもらう　→（本人ももちろん）障害者本人の「波」を知ってもらう

　　　　・指導ノウハウの提供　　　→（声の掛け方、連絡帳をつけているので、字の乱れ、内容）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業所全員が団結し、面倒をみてくれている　　　

　　　　・配慮して貰いたい事項について明確にして依頼する　→本人へ過度な声かけがあった。

　　　　・どこで緊張していたのかを探る　→お茶の時間（休憩時間）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　→トイレやタバコで席を立った時に、JCと話をしてリラックスしてもらった。　　　

　　　仕事内容（煎餅）

　　　・選別作業・・・経験と判断力を要する

　　　・シーラー・・・細かな手作業と、リズミカルな動き

　　　・袋詰め・・・スピーディーな動き

　　　対象者支援

　　　・支援期間・・・雇用前支援３ヶ月、延長２．５ヶ月、その後トライアル雇用３ヶ月

　　　・支援頻度・・・２週間目まで毎日支援

　　　・勤務時間の調整　２時間から５．５時間までとなった。　→途中、調子を崩す事があったが、短時間の勤務とするのではなく、早退をさせた（本人の自信喪失になる恐れがあるので）

　　　　　　　　　JCの思う３０分、当事者の思う３０分は違う

　　・ケース会議・・・合計４回

　　　・「会話」から対象者の思いが見えてきた・・・

　　　　経歴への拘り、音楽家への憧れ、結婚の憧れ

　　　家族支援

　　　・父親と母親の役割り・・・厳格な父親と見守るだけの母親

　　　・母親からの相談・・・これからどうすればいいでしょうか？

　　　・母親の変化・・・家庭の中での相談相手に　　→電話連絡が母への支援

　　　　→家庭のキーパーソン「母」

　　　ここが違うかも・・・

　　　・作業遂行力の高め方　→知的障害者へは視覚で、精神障害者へは「自信をつけさせる支援」

　　　・障害特性への理解（事業所へ）

　　　・対象者とのインフォームのとり方　→支援者の目先を伝える。面接時に、適度に視線を合わす、体の向き、表情をみせるようにする、などの工夫をした。

　　　　→「なぜ？」と本人に伝えると、否定的になるので使わないようにする。

　　　さいごに・・・

　　　・対象者、家族、事業所、ワーカーとの連携の大切さ

　　　・本人の変化に気付く観察力とタイムリーな支援

　　　・自己決定の尊重

　　　・ナチュラルサポートへつなげたい

　　　→細かな支援、橋渡し　　　対象者の波をしっかり伝える

　考察：JC最大の特徴は、タイムリーな支援である。しかし、その支援するポイントを見逃していればJC支援の効果は薄い。日頃からの「ここが違うかも」という細かな観察と、「普通の眼」をもつ事が大切であると思う。

沖縄は、青森に次ぐ有効求人倍率の低さであり、風土の違いはあるものの沖縄も障害者雇用は厳しい。そのような環境の中で、少ない職場で、いかに安定した職業生活を送れるように支援するか、とても興味があるところである。

Ⅱ．精神障害者のある人へのジョブコーチ支援

障害者職業総合センター

研究員　堀　宏隆

　１．精神障害者の雇用状況

　　　精神障害者２０４万人　雇用者数５．１万人→「３障害」のうち、雇用されている者の割合が高い

　　　事業所規模別雇用者の割合　→常用労働者と比較すると「３０人～９９９人」規模事業所での雇用割合が高い

　　　１万人程度がハローワークを通じて求職活動している。近年では、１，６００名程度の就職者数。

　２．精神障害者へのジョブコーチ支援適用の経緯

　　A　米国援助付き雇用制度化前の経緯

　　　１９４３年　　米国修正リハビリテーション法で精神障害者が支援の対象となる

　　　　　　　　　　→実施数は極めて少ない

　　　１９６０年代　ファウンテンハウスなどクラブハウスで「過渡的雇用」が行われ、就労の意義などが明らかとなる

　　　１９７０年代　国立精神保健研究所により地域援助システムが開発され、精神障害者との労働の関係が研究され始めた

　　　１９８０年代　RSA、NIDRRと各州の職リハ機関委員会との協同の作業部会で就労支援のあり方が検討

　　　１９８６年　　米国で「援助付き雇用」が制度化

　　B　日本への導入

　　　１９８９年　　職リハ学会誌特集・ゼンコロ報告書等で支援者たちの高い関心を集めるようになる

　　　１９９２年　　東京、兵庫の職業センターで「職域開発援助事業」を施行実施。

　　　　　　　　　　→職業準備訓練以上の就職率が見出される

　　　２０００年　　利用者の９０％以上が就職となる

　　　２００１年　　２年間のジョブコーチパイロット事業を実施

　　　２００３年　　「ジョブコーチによる支援事業」に改組

　　C　見落としがちな医療福祉分野での取り組み

　　　１９８６年　　職場適応訓練の対象となる（精神障害者への労働施策の始期）

　　　＊それ以前にも、医療・福祉関係者の職場実習を通じた就労支援は行われていた？

　　　EX）１．病院「内・外作業」の延長

　　　　　 ２．精神保健機関での、「集団アルバイト」

　　　　　 ３．精神障害者社会適応訓練事業

· 米国援助付き雇用制度化前より、職場実習を通じた精神障害者への就労支援は行われており、何がジョブコーチ支援なのか、「それを構成する要素・支援方法は何か？」再考する必要はないだろうか？

　３．ジョブコーチ支援の種類　　３つの実施主体

　　　A　地域障害者職業センターでのジョブコーチ

　

　　　B　地方自治体単位の事業（EX　神奈川県「就労支援促進事業」）

　　　　　・１９９４年から６年間、県立精神保健福祉センターでのパイロット事業を実施のうえ、２０００年から本格実施。

　　　　　・地域作業所、デイケアからの紹介で、精神保健福祉センター職員であるジョブコーチが支援

　　　　　・短時間就業を中心に、事業終了後、トライアル雇用等を利用

　　　　　・利用者にとっては、「無理のない就業への契機」県内精神保健福祉従事者への「就業支援の理解促進」などのメリット

　　　C　社会福祉法人等でのジョブコーチ支援

　　　　　地域センターのジョブコーチ支援事業を活用するほか、独自のグループ就労（エンクレーブ等）を展開する法人がある

　　　　　《グループ就労のメリット》

　　　　　　①職場適応を促す人的支援や仲間との支えあい

　　　　　　②短時間就労への対応可能性

　　　　　　③就業への明確な動機付け

　　　　　　④事業所の「精神障害者雇用」の契機

　　　　　　⑤施設職員の職リハへの理解促進

　　　EX）紀南障害者就業生活支援センター

　　　　　施設内訓練で１日６時間の作業に６ヶ月従事（基礎的な労働週間・作業耐性の養成）

　　　　　↓

　　　　　社会適応訓練（社協の売店）を３ヶ月実施（利用者の適正、能力の把握、ペアの相互性）

　　　　　↓

　　　　　事業所での職場実習（トライアル雇用等）（開始当初は連日職員による支援）

　　　　　↓　

　　　　　事業所での職場実習（支援を減らし、４ヶ月目には週２～３日）

　　　　　↓

　　　　　就職後の職場定着（出勤前に利用者に施設訪問を勧奨、訪問を利用者に知らせない職場での「見守り」）

· 段階的な職場実習・職場定着

· グループを組む利用者同士の相互性

· 週２０時間以上の就労を可能とする

　４　ジョブコーチ支援での支援ポイント

　　A　職業に関連した能力障害

　　　①作業能力関係の障害

　　　　・体力がなく、持久力に乏しい　　・生真面目さや緊張感のため疲れやすい

　　　②対人関係上の障害

　　　　上司・同僚の評価に敏感ゆえの混乱、自信喪失

4 求職活動上の障害

病歴を開示しない場合、心理的負荷となる

　　A　認知障害との関連（眼球運動の以上）

　　　　全体的に認知するのが苦手な傾向

　　A　情報統合上の課題（フィルター機能障害）

　　A　統合失調症のある人の行動特性

1 同時に複数の事がこなせない

2 全体の把握が苦手で自分で段取りをつけられない

3 話や行動につながりがなく、唐突

4 慣習、常識的な行動をとりにくい

5 遠い可能性をすぐ実現しようとする

6 行動のレパートリーが少なく、同じ間違いを繰り返す

　　B　地域センターを対象とした調査

　　　利用者支援項目

　　　　「仕事を教える」ことの他、人間関係、不安の軽減を支援、という項目が多い

　　　時期別に見た支援内容

　　　　恒常的に「不安の軽減」が支援上の課題となっている。（持久力）

　　　フォローアップ状況

　　　　知的障害者と比較すると、支援の頻度は多い

　　　精神障害者への考えうる支援のポイント

1 職務内容の教示とともに不安感の軽減を図る事が重要

2 支援計画の段階で、利用者の職場でのストレス要因を的確にアセスメント。

3 関係機関を含めたフォローアップ体制の構築

　　５　今後の課題

　　　A　日本での就労支援の特徴　　直線的・ブローカータイプ

· 症状の変化、「不安、ストレス」への迅速な対応

　　　B　職リハ前の医療リハが長期間

· 職リハ前の長期入院で喪失する社会的スキルはないか？

　　５　ジョブコーチ支援の新たな実施方法

　　　　C　チームアプローチ（ACT等）を利用したジョブコーチ支援“IPS”

· ｔｈｅ　Ｉｎｄｉｖｉｄｕａｌ　Ｐｌａｃｅｍｅｎｔ　Ｓｕｐｐｏｒｔ　Ｍｏｄｅｌ

· 現状の邦訳は、精神障害がある人への援助付き雇用を活用した「個別あっせん（就労）モデル」

　　　C　“IPS”の開発背景

1 米国精神障害リハにおける地域精神保健の発展（ACTなどのチームアプローチの普及）

2 職業リハビリテーションでの「援助付き雇用」の普及の２つの背景

①＋②＝IPS

精神障害のある人へのチームアプローチ＋ジョブコーチによる雇用支援

　　　C　“IPS”の８つの原則

1 リハビリテーションを、独立サービスではなく、精神障害の治療の一環としてみなす

2 IPSの目的は、統合的な職場環境における競争的雇用の実現であり、隔離された、障害のない人と分離された仕事の体験ではない

3 重度精神障害者は、事前の予備的な訓練をうけずに直接に競争的な仕事に就く事が可能で、成功する事ができる。

4 職業評価は継続的なものであり、競争的な仕事の経験に基づくもので、人為的あるいは隔離された環境に基づくべきものではない。

5 フォローアロング（就職後の長期的な）支援は、それぞれの個人に見合った期間、継続されるべきものである。

6 就職口の発見、開示、就労支援は、障害者自身の希望、選択に基づくべきで、サービス提供者の判断に委ねられるべきではない。

7 サービスは、精神障害の治療のための場やリハビリのための場ではなく、コミュニティの中で提供されるべきである。

8 様々な専門家で構成されたチームで対応すべきであり、職業サービス、臨床サービス、支援サービスの統合が推進されるべきであり、個々の機関やシステムが平行して介入すべきものではない。

　　　　IPSの実施体制




エンプロイスペシャリスト１名あたり

２０名程度のケース数が標準。実施施設により、重症者のＡＣＴチームと２つのチームで役割分担

　エンプロイスペシャリストの役割　基本的には日本のジョブコーチと同じ（＝医療的なケアは行わない）

1 プログラムを実施する上でのマニュアル、標準尺度が整備されている

2 プログラムを開発した研究所の助言を適宜受けることができる

という体制が整備されているので、Ｎｓ、ＳＷなどの職種が就労支援を行える。

　　　ＩＰＳ実施施設でのチームアプローチ

ＮＰＯ等各施設


　　ＩＰＳでの就労への移行モデル

　　（日本の精神障害リハと比較し、考えられる効果）



1 入院日数が少ないことから社会性の低下が避けられる

2 過度に作業施設を整備しないので、滞留化を避けられる

3 医療スタッフがいることで、迅速な病状管理が可能

　　５　最後に

　　　精神障害のある人のニーズ、不安な事

　　　　「再発」の次に経済的要因を不安事項とする

　　　　職業リハビリテーション従事者はどのようにニーズを満たしていくか？

　　考察：ＡＣＴについで、ＩＰＳというものも出てきて、より「地域」という色が濃くなってきた。

ＡＣＴからＩＰＳへ移行という一連の流れとなっているが、ＡＣＴでの支援対象者は、重症の精神障害者である。入院日数が少なく、社会性の低下が避けられる、とあるが、いくら生活基盤が安定した方とはいえ、果たして重症の方をＡＣＴとＩＰＳで支援できるのだろうか？という疑問を強くもった。

研究発表B

座長：松田　信夫（山口大学教育学部）

B1　知的障害者による職場での改善提案

青木　律子（明治大学経営学部）

　提案制度とは？

　　従業員が業務・作業などに関し、工夫・改善等を提案する制度である

　　従業員からの提案は、経営者や、提案委員会といった社内の審査機関により評価され、実現可能なものは採用される。採用された提案については、提案者が表彰され、一定の報酬や賞金が支給される。この制度のねらいは、技術的改善、費用節減、無駄排除に加え、提案行為を通じた従業員の参画意識やモラルの向上にある。現在提案制度は、日本で製造業を中心に多くの企業で実施されている。

　提案行為は、自主性、創意工夫、作業の習熟やコミュニケーション能力等が要求される。他方、知的障害者は一般的に試行・理解・判断・コミュニケーション等が不得手とされ、主体的に行動する事が困難である。しかし、適切な支援があれば、障害者自身が本来もっている自主性や創造性が発揮され、提案行為に結びつき、意欲や生産性の向上につながる。

特例子会社を設立し、提案制度を取り入れている企業

親会社はグループ内の人事の基本原則として「個人の尊厳と価値を尊重する」「各人を自己の可能性に挑戦させる」「社員一人一人の自発的行動を奨励する」「機会を均等に与える」という４点を掲げている。このような企業文化や基本原則は、社の障害者雇用にも反映されている。この企業では、知的障害者も自主性や創造性をもつ親会社の一員として、公正に扱うようにしている。職務設計の際には「知的障害者は単純繰り返し作業が適している」といった限定をせず、各社員の得意が領域を活かすようにしている。その結果社員の担当職務は、この企業の業務内容が示すように、検品・梱包・製造補助・データ入力等多岐に渡る。職務遂行の際には問題意識や課題意識を常にもち、アイデアを出す事を奨励している。

知的障害者を企業で雇用する際、ややもすると個々の従業員に対する支援に関心が向けられがちだが、その前提として、親会社を含めた全社レベルで基本的な受け入れ体制を構築する事が重要となる。この会社の場合、自主性や創意工夫を奨励する企業文化や、それを受けた人事の基本原則が、知的障害者を人的資源として受け入れる基盤を形成したといえる。更に企業の実践が加わる事で、提案制度が有効に機能し、知的障害をもつ社員の受賞につながったと考える。

　考察：特例子会社の従業員２５名のうち、この会社独自で障害者の指導をする「指導員」がいるのだが、２５名中６名を指導員として対応する、力の入れようである。親会社との繋がりも強い。この報告を聞いていると、「良い会社」と思うが、見えない部分にも目を配れるようにしたい。自分の業務として企業との接触が多くあるので、企業を見る目を養っていきたい。今は、この事例ででてきた企業が、今後増える事、増えていくように働きかけていけるようにしたい。

B3　知的障害者の福祉サービスの相互支援システム

　　　～就労と生活の自立を支える環境システムを暮らしの中に作る～

草羽　俊之（広島市立広島養護学校）

今回の試みは、

①「知的障害者の生涯学習の場」作りによる障害者の自立と社会参加のスキルアップ

②知的障害者がホームヘルパーとして働ける条件整備による

③「社会資源としての②」の活用による知的障害者の生活自立環境の充実、

　を、総合的に進めようというもの。

これまで障害者の自立については、概ね、健常者がその環境を作り、当事者が受動的に支援を享受する構図で推移してきた。つまり、当事者の「環境」の改善についての声や気持ちは、代弁者を通じてしか「環境」の設計に反映されることはなかったのである。しかし障害者の自立は、時代の変化と共に求められるニーズも変わりつつある中で益々、本人の発達への願いや自己決定を尊重した自立の形態が、地域生活の中で実現する事が重要となってきている。そして自立を目指す意欲を損なわないように、本人に必要なソーシャルスキルや職業スキルを高める学習環境の支援と、様々な体験や活動を自立に役立てていけるよう、フィードバックしながら力量を高めていく支援が大切となる。それは「環境」を使いこなしていく「参加」と「活動」のあり方を身につけ、「環境」への当事者の関わりを実現する事により、当事者の経験や感じ方を「環境」の設計や改善に、より直接的に反映できる仕組みづくりが可能になるものと考えている。「就労と生活の自立を支える環境システムを暮らしの中に作る実践」を通して「参加」と「活動」の有り様と、「環境」の有り様が、相互にその質を高めあっていける社会の実現を願っている。

　考察：知的障害を持つ人たちが自立生活を望んだ時、あるいは必要とした時、その居住形態に関わりなく適切な支援が受けられるよう、既存の支援制度の運用の弾力化を図るとともに、様々な障害の程度や状況、生活場面に対応可能な「その人・その時・その場所、その目的に沿った支援」の内容やあり方についての『実践・研究・事業化』が必要だと考える。

座長：後藤　祐之（旭川荘）

B4　関係機関との協働による高次脳機能障害者に対する職業リハビリテーションに関する研究

B5　高次脳機能障害に対する段階的な生活支援プログラムによる職業リハビリテーションに関する研究

忘水　田鶴子（東北文化学園大学医療福祉学部）

大坂　純・廣庭　祐・郡山　昌明（仙台白百合女子大学人間学部）

高次脳機能障害

　交通事故やスポーツ事故（外傷性能損傷）、脳出血・脳梗塞などの疾患が原因となり引き起こされる障害

　「記憶障害・注意障害・遂行機能障害・社会的行動傷害などの認知機能障害などを呈する状態」

　高次脳機能障害の殆どが、身体障害や知的障害を伴わない為、外見からはその障害をうかがい知る事は困難である。

　高次脳機能障害は、２０年以上前から研究はされていたが、福祉専門職からの関心は高くはなく、障害が見えにくいとの事で、障害者福祉法の枠の外に置かれ、何の生活支援サービスも得られなかった。

　高次脳機能障害者は、障害者手帳をとることができなかったので、親が支援をしていた。

　

　家族会が運営を行う作業所では、家族がプログラムを作成し、家族が深く関与する事ができて、家族の安心感を得られるが、長期的にみると家族の高齢化やプログラムの開発が困難であり活動の停滞が予想される。

　そこで仙台市では、「高次脳機能障害者を支援する会」（以下支援する会）と「家族会」を同時にたちあげた。支援する会では、

　Ｄｒ（脳神経外科、脳神経内科、精神神経科、リハビリテーション科）

　Ｎｓ、ＰＴ、ＯＴ、ＳＴ、ＣＰ、ＭＳＷ、ＰＳＷの医療関係者、

　弁護士、社会福祉士、精神保健福祉士、栄養士、行政関係者、起業家、一般市民など

　会員数約２００名で構成されている。

　「支援する会」が施設を運営することにより、地域リハビリテーションプログラムの開発や施設の展開、権利擁護などの総合的な自立支援が可能となっている。

「支援する会」では３段階の施設を設置しリハビリテーションを実施。このうち第３段階の施設である「雲母倶楽部」では、就労に向けた支援に重きを置く。就労の準備段階においても様々な課題を抱えているが、就労をするには、第１段階・第２段階の施設における意図的に成就間や達成感をもたせるような支援ばかりではなく、困難な課題に取り組み、失敗から学ぶ事も重要なプログラムとして位置づける。就労時には、失敗を繰り返し失敗の積み重ねから学べるか否かが、一般就労の継続に大きな影響を与える。これまでの「支援する会」の取組みから職業リハビリテーションは、個別性を重視し、きめの細かいプログラムによる本人への働きかけと支援体制のほどよいバランスにより、安定した就労が可能となると考えられる。高次脳機能障害に対する職業リハビリテーションは、特有の問題点の整理と理解から克服へ向けたアプローチの開発が重要である。

　仙台市における高次脳機能障害者に対する取組みは、国レベルの制度化を待つのではなく、問題に対して自治体と民間（専門家・一般市民）が協働して問題に取り組んだ先駆的な事例である。しかし、この取組みは、高次脳機能障害がどんな状況であっても、地域社会の中で一人の人間としてあたりまえの生活を営む事を目指している。

「雲母倶楽部」では、平成１６年９月より介護保険による通所介護サービスの提供を開始し、１０月から賃金が支払われる予定である。今後の実践を重ね、高次脳障害が残存していても社会で自立して生活を営み、自己実現できる方法論の充実を図る事が肝要であると考える。

考察：高次脳機能障害の方に対しての訓練は、般化がしにくく、訓練のための訓練に終わってしまいがちになる。復職や就職を予定している職場において、ジョブコーチ支援を導入する事により、本人に対しては、就職・復職後に予定されている職務になじみ、人間関係に対する不安を取り除き、就業への自信を与えるとともに、事業所にとって、適正な職種や職務遂行能力の評価が可能となり配置転換の必要性の有無が確認できる事が期待できる。

Ｂ６　精神障害者のグループ就労

　　　　―生活協同組合神奈川ゆめコープ川崎センターにおける取組み－

田辺　洋子（川崎市多摩区役所保健福祉センター）

雪本　恵子・桜井　亮平・鈴木　剛（川崎市健康福祉局リハビリテーション医療センター）

　平成１５年６月より開始したゆめコープにおけるグループ就労の経過と精神障害者の就労定着支援についての報告

　グループ就労のメリット

　　最大のメリットは、ローテーション勤務をくむ事で、短時間短日数の勤務が可能となる事である。その結果、疲労の蓄積が可能となる事である。又、短時間でも働く事で自己効力間が高まり、回復につながる。一緒に働く仲間がいる事で、安心感があり支え合える。仲間の中で自分の働き方を客観的に見つめる事ができ、中長期的な就労継続が可能となる。などがあげられる。今回就労したメンバーは、対人刺激や環境変化に柔軟に対応する事が難しく、単独での就労継続が可能だったと予測されていた。しかし、仲間からの様々な助言を受ける中で、安心して働く事ができ、自分の能力を発揮する事ができた。この事が力となり就労継続につながっているといえる。

　グループ就労の課題

　　精神障害者の就労分野ではグループ就労の実践が積み重ねられている。ゆめコープでの取組みからも明らかなように職場開拓から就労開始、その後の就労継続、定着に至る間はメンバー個々の支援はもとより企業に対しても長期にわたるフォローが不可欠である。普及啓発を意図した職場開拓、仕事のマッチング、勤務時間等の相談調整を行なうにはタイムリーな職場訪問を行ないうる支援体制や介入の技術が求められる。生活支援者との連携を含めた支援方法についての工夫も必要である。現在はゆめコープのような６時間～１２時間という短時間就労では既存の助成金制度は殆ど活用できない。精神障害者の一般就労・雇用を実現するには、メンバーに無理のない短時間労働を起点とするグループ就労が有効である事はゆめコープの経過からも実証できた。企業にとってもメリットとなる助成金制度が活用できる方策が求められる。

　考察：この事例は、とても保護的な制度で、ステップとして考えるには有効ではない制度だと思う。この制度を利用して自信を持つ人がいて、有効な制度かもしれないが、次の支援に繋げるには難しい。グループ就労では、仕事量も分割できるが、給与も分割になる。「給料が少なくて生活できない」という声が出てくるようになれば、次のステップに繋げ易くなる。そういう将来を見据えた支援をしていきたい。

　　

Ｂ７　過渡的雇用の支援事例からみた精神障害者への効果的なジョブコーチ支援のあり方

金子　真樹（精神障害者地域生活支援センターのぞえ『風と虹』）

倉知　延章（東京福祉大学社会福祉学部）

効果的なジョブコーチ支援方法をまとめると

1 社会生活技能訓練（ＳＳＴ）の技術

2 医療・福祉機関との連携

3 グループワークを使ったピアサポート体制

4 日常の生活支援

5 精神障害に対する社会の偏見を取り除く事となる

　ジョブコーチは、現場の支援だけでなく、他機関と連携を取りあう、当事者同士の力を活用するなどのマネジメント技術が必要であり、全体を総括するコーディネーターとして機能する事が求められる。しかしながら、これだけの専門性を身につけたジョブコーチは少なく、精神障害者に対する就労支援の意識もまだまだ低いのが現状ではなかろうか。精神障害者就労支援の全国的普及活動と、精神障害者就労支援相談員なるジョブコーチの養成などを行なってネットワークと専門性を培う事が必要だと考える。

　考察：地域生活支援センターでのＪＣ支援という、青明舎での就労支援と同じような体系である。着目している点として、ＳＳＴ、グループワークを使ったセルフヘルプ体制・・・などにポイントを置いている。青明舎でも、このような支援は行っている。ただ、それを研究発表という形になっていないだけであるので、発表の機会には参考にして、自分の仕事を周囲の人に理解してもらえるように積み重ねていきたい。

Ｂ８　成功事例から見た、精神障害者に対する職場での効果的なジョブコーチ支援方法

倉知　延章（東京福祉大学社会福祉学部）

　職場におけるジョブコーチの効果的な支援内容のポイントは、

1 不安・緊張が多大な利用者と従業員に安心感を与えるために、一緒にいて見守る事が効果的である。これは、利用者が仕事を覚える効果もある。

2 従業員には利用者の職業的特性を説明すると安心感が増す

3 それでも仕事ができない利用者には、モデリングで教える、利用者同士が支援し合う関係を作る事が効果的である

4 利用者の自信付けに焦点を当ててアドバイスをする。

5 支援は勝手にせず、必ず利用者及び従業員と話し合い、必要性を確認した事を行なう

　「利用者の不安解消と自信回復」及び「従業員の不安解消・安心感」に支援の焦点を当てる事が必要である事が確認された。現状では、精神障害者に対して雇用支援を行なう場合、ジョブコーチ支援はなくてはならない方法である事を本研究を進めていくうちに確信した。

　考察：知的障害の方のジョブコーチ支援と比べると、仕事の分析には時間はそれほどいらない事、精神障害者を雇う側の不安をとる事、対象障害者の自信回復に努めること、主体性に意識をどのぐらいもっていけるか、という事である。精神障害については、特に「精神障害者とＪＣのフラットな関係」が大事だと思った。

まとめ：この学会では、精神障害者の就労支援を中心に見てきたが、リハ工学であったり、ポスター発表でのHIV陽性者の就労支援など、とても多岐に渡る。職リハの範囲がとても広いものだと実感した。現在の業務では、精神障害者の就労相談が多い。この先、身体、知的、高次脳機能障害など様々な人が相談に訪れるだろう。その時には、自分の持っている「引き出し」を多く持っておかなければ対応は難しい。幅広く多くの知識と多くの関係機関との連携をとっておかなければいけない。
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利用者：退院間もない方　　　　　　　→　　　　　　　生活基盤が整備された方


支援者：看護師、ＳＷ中心　　　　　　→　　　　　　　　就労支援担当者中心
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